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税務訴訟資料 第２６０号－１２２（順号１１４７８） 

最高裁判所（第一小法廷） 平成●●年（○○）第●●号 所得税更正処分取消等請求上告事件 

国側当事者・国（渋谷税務署長） 

平成２２年７月１５日原判決一部破棄・差戻し 

 （第一審・東京地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号、平成２０年１月２５日判決、本資料２５

８号－１４・順号１０８７２） 

 （控訴審・東京高等裁判所　平成●●年（○○）第●●号、平成２０年１２月１０日判決、本資料２

５８号－２４３・順号１１１０１） 

 

判 決 

当事者の表示     別紙当事者目録記載のとおり 

 

 上記当事者間の東京高等裁判所平成●●年（○○）第●●号所得税更正処分取消等請求事件につい

て、同裁判所が平成２０年１２月１０日に言い渡した判決に対し、上告人から上告があった。よって、

当裁判所は、次のとおり判決する。 

 

主 文 

１ 原判決中、重加算税賦課決定を取り消した部分を破棄し、同部分につき本件を東京高等裁判所に

差し戻す。 

２ 上告人のその余の上告を棄却する。 

３ 前項に関する上告費用は上告人の負担とする。 

 

理 由 

 上告代理人貝阿彌誠ほかの上告受理申立て理由第４及び第５について 

１ 本件は、三つの医療提供施設の開設名義人兼院長である各医師の名で、これらの施設の従業員に

対する給与等及び税理士報酬に係る源泉所得税が納付されていたところ、渋谷税務署長が、上記各

施設に係る事業所得が各施設の実質的経営者である被上告人に帰属することを前提に、上記各施設

の事業主体は被上告人であり、被上告人は上記各医師に対する給与等も支払っていたとして、被上

告人に対し、上記各施設の従業員に対する給与等及び税理士報酬に係る源泉所得税並びに上記各医

師に対する給与等に係る源泉所得税の納税告知をし、加えてこれらに関する重加算税の賦課決定を

したために、被上告人が、上告人を相手に、上記納税告知のうち上記納付済源泉所得税に係る部分

及び上記賦課決定の各取消しを求めている事案である。 

２ 原審の確定した事実関係等の概要は、次のとおりである。 

(1) 被上告人は、医師の免許を有していなかったところ、平成８年４月から同１３年３月にかけ

て、東京都渋谷区内に所在する一棟のビル内に、実質的に被上告人が経営する三つの医療提供施

設を、それぞれ別の医師を開設名義人兼院長として順次開設した（以下、これらの医療提供施設

を併せて「本件各医院」といい、これらの医師を併せて「本件各院長」という。）。本件各院長は、

被上告人の指示により、本件各医院に係る事業所得について、当該各事業所得がそれぞれ自己に

帰属するものとして所得税の確定申告を行うとともに、本件各医院の従業員に対する給与等及び
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税理士報酬に係る源泉徴収義務者として、平成１１年から同１５年までの源泉所得税計６２２万

４５５８円（以下「本件納付済源泉所得税」という。）を各納付した。 

(2) 渋谷税務署長ほか各所轄税務署長は、本件納付済源泉所得税は、支払者である被上告人の納

付義務の履行としての法的効果を持たず、本件各院長による国税通則法５６条所定の誤納金に該

当するとして、平成１７年２月から同１８年５月にかけて、本件納付済源泉所得税につき、本件

各院長に対し、各納付相当額をそれぞれ還付した。 

(3) 渋谷税務署長は、平成１７年６月２１日、被上告人が同１１年１月から同１５年８月までの

間に支給した本件各院長に対する給与等（以下「本件各院長給与等」という。）並びに本件各医

院の従業員に対する給与等及び税理士報酬に係る源泉所得税を納付していないとして、被上告人

に対し、上記期間に係る源泉所得税の各納税告知及び上記源泉所得税額分に対する重加算税の各

賦課決定をした。なお、被上告人からの審査請求を受けた国税不服審判所長が、平成１８年１２

月８日、集計の誤り等を理由に上記各納税告知及び上記各賦課決定の一部をそれぞれ取り消した

ため、上記取消し後における上記各納税告知（以下「本件各納税告知」という。）に係る納付す

べき本税の額は計２３３７万０８１６円となり、上記取消し後における上記各賦課決定（以下「本

件各賦課決定」という。）に係る重加算税の額は計８０３万６０００円となった。 

(4) 被上告人は、原審において、本件各納税告知のうち納付すべき本税の額が１６２７万６８０

０円を超える部分及び本件各賦課決定の全部の取消しを求めていた。これに対し、上告人は、原

審において、本件各納税告知は全部適法であると主張し、仮にその一部が取り消されることとな

ったとしても、被上告人は、本件各医院に係る事業所得につき本件各院長名義で各確定申告をさ

せてその帰属を偽るとともに、本件各医院に係る源泉所得税の一部を本件各院長名義で納付する

ことによって、本件各医院における源泉徴収義務者が本件各院長であるかのような事実を作出し

て被上告人が納付すべき源泉所得税の納付を免れたのであるから、本件各納税告知のうち適法性

に争いのない部分（本件各院長給与等の支払に係る部分がこれに当たることは記録上明らかであ

る。）に関しては本件各賦課決定を取り消すべき理由はないなどと主張していた。 

 なお、被上告人は、第１審判決中、本件各医院に係る事業所得が被上告人に帰属することを前

提としてされた所得税に係る各更正及び重加算税各賦課決定を適法であるとした部分に対して

控訴せず、原審も、本件各医院に係る事業所得が被上告人に帰属するものと判断している。 

３ 原審は、上記事実関係等の下において、次のとおり判断して、本件各納税告知のうち本件納付済

源泉所得税額相当分に係る部分及び本件各賦課決定の全部を取り消すべきものとした。 

(1) 本件各医院の従業員との間の雇用契約の当事者は本件各院長であり、給与等の支払義務を負

うのも本件各院長と認められる。また、税理士に対する報酬支払義務についてもこれと別異に解

すべき理由はない。したがって、本件納付済源泉所得税の源泉徴収義務者は本件各院長と認めら

れるから、本件各納税告知のうち本件納付済源泉所得税額相当分に係る部分は違法である。 

(2) 上告人は、被上告人が、本件各医院の従業員に対する給与等及び税理士報酬の源泉所得税で

ある本件納付済源泉所得税を本件各院長名義で納付することにより、本件納付済源泉所得税の源

泉徴収義務者が本件各院長であるかのような事実を作出したと主張するにとどまり、それ以外に

本件各賦課決定の根拠となる事実関係を主張しない。そして、本件納付済源泉所得税の源泉徴収

義務者が本件各院長である以上、これと異なる前提に立つ本件各賦課決定は違法である。 

４ しかしながら、原審の上記３(2)の判断は是認することができない。その理由は、次のとおりで

ある。 
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 上告人は、原審において、被上告人は本件各院長に本件各医院の事業主体であるかのように装わ

せていた旨主張するとともに、仮に本件各納税告知が一部取り消されることになったとしても本件

各賦課決定の全部が取消しになるものではない旨を併せて主張していたのであるから、その主張は、

上記のような仮装により、本件納付済源泉所得税以外の部分についても重加算税の賦課要件が満た

されているとの趣旨であることは明らかである。そして、前記事実関係等によれば、被上告人は、

上記仮装により、本件各医院に係る事業所得のみならず、本件各院長が本件各医院の事業主体であ

ることとは両立し得ない本件各院長給与等の存在についても隠ぺいしていたものであって、その隠

ぺいしたところに基づき、本件各院長給与等に係る源泉所得税をその法定納期限までに納付しなか

ったものと評価せざるを得ない。以上によれば、本件各賦課決定は、本件各納税告知において納付

すべきものとされた税額分のうち本件各院長給与等に係る部分に対する限度では適法というべき

である。 

 なお、被上告人は、本件各院長給与等に係る源泉所得税を納付していないのみならず、その不納

付に係る「正当な理由」（国税通則法６７条１項ただし書）についても何ら主張立証していないか

ら、本件各賦課決定のうちの上記源泉所得税に係る不納付加算税額相当分については、この点から

見ても適法と解すべきである（最高裁昭和●●年（○○）第●●号同５８年１０月２７日第一小法

　廷判決・民集３７巻８号１１９６頁参照）。 

　５ 以上と異なる見解の下に、本件各賦課決定の全部が違法であるとした原審の判断には、判決に影

　響を及ぼすことが明らかな法令の違反がある。論旨は理由があり、原判決中、本件各賦課決定の全

　部を取り消した部分は破棄を免れない。そして、本件各賦課決定のうち本件各院長給与等に係る源

　泉所得税額に対する部分の金額について更に審理を尽くさせるため、本件を原審に差し戻すのが相

　当である。 

 　 なお、本件各納税告知に関する上告については、上告受理申立て理由が上告受理の決定において

　排除されたので、棄却することとする。 

 　 よって、裁判官全員一致の意見で、主文のとおり判決する。 

 

　最高裁判所第一小法廷 

　裁判長裁判官 櫻井 龍子 

   　 裁判官 宮川 光治 

  　 裁判官 金築 誠志 

  　 裁判官 横田 尤孝 

   　 裁判官 白木 勇 
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当事者目録 

 

上告人        国 

同代表者法務大臣  千葉 景子 

処分行政庁     渋谷税務署長 小畠 安雄 

同指定代理人    須藤 典明 

          新田 智昭 

          小山 綾子 

          中嶋 明伸 

          三上 寛治 

          土田 昭彦 

          市原 久幸 

          磯村 建 

          殖栗 健一 

          大宮 由紀枝 

          古嶋 敬三 

          米本 邦典 

          荒井 豊 

被上告人      甲 

同訴訟代理人弁護士 田中 清 

          青木 丈介 

          土屋 賢司 

          小谷 健太郎 
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平成●●年（○○）第●●号 

上告受理申立事件番号 東京高等裁判所平成●●年（○○）第●●号 

申立人 国（処分行政庁 渋谷税務署長） 

相手方 甲 

 

上告受理申立て理由書 

 

平成２１年２月２５日 

 

最高裁判所 御中 

 

申立人指定代理人 貝阿彌 誠 

         岸 秀光 

         保木本 正樹 

         木﨑 弘之 

         三上 寛治 

         太田 晃詳 

         藤谷 俊之 

         磯村 建 

         沼田 渉 

         飯塚 篤 

         小林 正樹 

         米本 邦典 

         牧迫 洋行 
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 申立人は、以下のとおり、上告受理申立ての理由を明らかにする。 

 略語は、本書面で新たに用いるもののほか、原判決の例による。 

 

第１ 事案の概要等 

１ 事案の概要 

 申立人の処分行政庁は、本件各院長の名義で開設された本件各医院に係る事業所得が相手方に帰

属するとして、本件各更正処分及び申告所得税に係る各賦課決定処分を行うとともに、本件各医院

の従業員に対する給与等及び関与税理士に対する報酬についての所得税の源泉徴収義務者は相手

方であり、本件各院長名義で納付された本件納付済源泉所得税は過誤納金に当たるとして、これを

本件各院長に還付した上、改めて、相手方に対し本件各納税告知処分及び源泉所得税に係る各賦課

決定処分をした。 

 本件は、相手方が、①本件各更正処分のうち納付すべき本税の額２７７６万５４００円を超える

部分及び申告所得税に係る各賦課決定処分のうち２６３万９０００円を超える部分（ただし、いず

れも平成１８年１２月８日付け裁決により一部取り消された後のもの）の取消しと、②本件各納税

告知処分のうち納付すべき本税の額１６２７万６８００円を超える部分及び源泉所得税に係る各

賦課決定処分の取消しを求めた事案である。 

 第１審判決は相手方の請求をいずれも棄却し、相手方が上記②の請求を棄却した部分のみを不服

として控訴した。 

２ 争点と原判決の判断 

 本件の原審における争点は、①本件各医院の従業員に対する給与等及び税理士に対する報酬に係

る源泉徴収義務者が相手方であるか否か、②仮にその源泉徴収義務者が相手方であるとしても、本

件各院長名義で納付された本件納付済源泉所得税につき、相手方が本件各院長の名義を借りて納付

したものであって適法な納付があったものと評価できるか否かにあった。 

 原判決は、①につき源泉徴収義務者は相手方ではなく本件各院長であると認定判断して、相手方

の請求を棄却した第１審判決を一部変更して相手方の請求を一部認容したが、原判決がその理由と

して判示したところは、要旨次のとおりである。 

(1) 本件各納税告知処分について 

 給与等又は報酬等の支払義務を負う者が、所得税法１８３条又は２０４条に基づき源泉徴収義

務を負うものと解される（原判決１３ページ）。 

 本件各医院における事業活動から生ずる所得は、本件各医院の開設名義人である本件各院長で

はなく、相手方に帰属するものと認めるべきことは明らかであり、この点については相手方も争

っていない。しかし、そのことから、論理必然的に、本件各医院の事業活動をめぐる法律関係の

当事者ないし主体が相手方であるということが導かれるものではない（原判決１４ページ）。 

 本件各医院が本件各院長を開設名義人として開設されている以上、本件各医院の開設者は、名

実共に本件各院長であることは明らかであって、本件各医院における診療行為の対価として支払

われる診療報酬請求権が、私法上、本件各院長に帰属することは否定する余地がないものという

べきである。そうであれば、このこととの対比において、本件各医院で勤務する看護師等の従業

員との間の雇用契約の当事者は、開設者である本件各院長であり、本件各院長が、従業員に対す

る給与等の支払義務を負うものと認めるのが相当である（原判決１４ページ）。 

 本件各医院の税務処理を担当してきた税理士に対する報酬支払義務についても、別異に解すべ
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き理由はなく、その報酬の支払義務者もまた、本件各院長であると認めるのが相当である（原判

決１５ページ）。 

(2) 源泉所得税に係る各賦課決定処分について 

 申立人は、源泉所得税に係る各賦課決定処分の根拠として、相手方が給与等の支払義務者であ

るにもかかわらず、本件各医院の従業員に対する給与等及び税理士報酬の源泉所得税、すなわち

本件納付済源泉所得税を、本件各院長名義で納付することにより、本件納付済源泉所得税の源泉

徴収義務者が本件各院長であるかのような事実を作出したことを主張するにとどまり、それ以外

には、源泉所得税に係る各賦課決定処分の根拠となる事実関係については主張しないので、本件

納付済源泉所得税の源泉徴収義務者が本件各院長であると認められる以上、これと異なる前提に

立つ源泉所得税に係る各賦課決定処分もまた、違法として取消しを免れない（原判決１９ページ）。 

第２ 上告受理申立て理由の要旨 

１ 本件各納税告知処分に関する上告受理申立て理由（後記第３） 

 原判決は、「一般に、個人が開設する診療所における雇用関係は、開設者を雇用主として成立す

るものと解されている」ことなどを理由に挙げて、本件各医院の従業員との雇用契約の雇用主及び

本件各医院の税務処理を担当していた税理士との準委任契約の委任者はいずれも本件各医院の開

設者である本件各院長であると認定した。 

 しかしながら、本件各医院については、その医療法上の「開設者」が本件各院長であるとしても、

その事業活動の主体（事業主体ないし経営者）は本件各院長ではなく相手方であることが明らかで

あるから、「個人が行う事業活動における雇用関係は、事業主体ないし経営者を雇用主として成立

する」との経験則こそが当てはまり、上記の雇用主及び委任者は相手方であると認定されるべきも

のであって、原判決の上記認定は著しく経験則に反する誤ったものであり、その誤認は判決の結論

に影響を及ぼすものである。 

２ 源泉所得税に係る各賦課決定処分に関する上告受理申立て理由（後記第４、第５） 

(1) 原判決は、本件各納税告知処分のうち原判決が取り消した本件納付済源泉所得税に係る部分

を除いた残余部分について、申立人が重加算税の賦課要件である通則法６８条３項の「隠ぺい」、

「仮装」に該当する事実を主張していないとして、源泉所得税に係る各賦課決定処分をすべて取

り消した。 

 しかしながら、申立人は、原審において、上記残余部分（本件各院長に対する給与等に関する

部分）についても「隠ぺい」、「仮装」に該当する事実を主張していたのであり、これを主張して

いないと見誤った原判決には、判決に影響を及ぼすべき重要な事項について判断の遺脱があり、

判決に影響を及ぼすことが明らかな法令違反がある。 

(2) 仮に、上記残余部分について「隠ぺい」、「仮装」に該当する事実が認められないとしても、

上記残余部分に対応する不納付加算税の賦課要件は充足されているのであるから、源泉所得税に

係る各賦課決定処分のうち不納付加算税相当部分は適法なものとして処分を維持すべきもので

ある（最高裁判所昭和５８年１０月２７日判決（民集３７巻８号１１９６ページ）参照）。しか

るに、原判決は、不納付加算税相当部分を含め源泉所得税に係る各賦課決定処分の全部を違法と

して取り消したのであり、原判決には、通則法６７条、６８条の解釈の誤りがある。 

第３ 本件各納税告知処分に関する上告受理申立て理由－雇用契約及び準委任契約の当事者の認定に

ついて重大な経験則違反があること 

１ はじめに 
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 本件各納税告知処分は、①本件各医院の従業員に対し「給与等・・の支払をする者」（所得税法

１８３条１項）として、その給与等について所得税の源泉徴収義務を負う者、②本件各医院の税務

処理を担当していた税理士に対し「報酬・・の支払をする者」（同法２０４条１項）として、その

報酬について所得税の源泉徴収義務を負う者、これらがいずれも相手方であるとして行われたもの

である。 

 ここで、上記の「支払をする者」とは、給与等又は報酬の支払義務を負う者を指し、給与等につ

いてみれば雇用契約の雇用主が、報酬についてみれば準委任契約の委任者がそれぞれこれに当たる

ものと解され、原判決もそのような解釈を前提としている。 

 原判決は、①本件各医院の従業員との雇用契約の雇用主及び②本件各医院の税務処理を担当して

いた税理士との準委任契約の委任者はいずれも相手方ではなく本件各院長であると認定して、上記

の源泉徴収義務者は相手方ではなく本件各院長であると判断した。 

 しかしながら、以下に述べるとおり、上記の雇用主（以下「本件雇用主」という。）及び委任者

（以下「本件委任者」という。）が本件各院長であるとの認定は、著しく経験則に反していて判決

の結論に影響を及ぼす誤ったものであり、本件は「法令の解釈に関する重要な事項を含むものと認

められる事件」（民事訴訟法３１８条１項）に当たるというべきである。 

２ 原判決には重大な経験則違反があること 

(1) 原判決は、本件雇用主及び本件委任者が相手方ではなく本件各院長であると認定した理由に

つき、①本件各医院の開設者は本件各院長であるところ、一般に、個人が開設する診療所におけ

る雇用関係は、開設者を雇用主として成立するものと解されている、②本件各医院における診療

行為の対価として支払われる診療報酬請求権が本件各院長に帰属することとの対比において、雇

用契約の当事者は本件各院長であり、本件各院長が従業員に対する給与等の支払義務を負うもの

と認めるのが相当である、③相手方が本件各医院の経営に関与することがなくなった後も、本件

各医院は、開設者である本件各院長によって存続し、看護師等の従業員も勤務を継続していると

認められる旨を説示し、税理士に対する報酬支払義務についてもこれと別異に解すべき理由はな

いとした（原判決１４、１５ページ）。 

(2) しかしながら、「一般に、個人が開設する診療所における雇用関係は、開設者を雇用主として

成立する」との経験則が存在することは確かであろうが、本件各医院についてみると、以下に述

べるとおり、その医療法上の「開設者」が本件各院長であるとしても、その事業活動の主体（事

業主体ないし経営者）は本件各院長ではなく相手方であることが明らかであるから、「個人が行

う事業活動における雇用関係は、事業主体ないし経営者を雇用主として成立する」との経験則こ

そが当てはまり、上記のような経験則は当てはまらないというべきであって、本件雇用主は相手

方であると認定されるべきものである。本件委任者についても、ことは同様であり、相手方であ

ると認定されるべきものである。 

ア 医療法上、医師が診療所を開設したときは、診療所の所在地の都道府県知事に届出をすれば

足りるが（８条）、医師でない者が診療所を開設しようとするときは、開設地の都道府県知事

の許可を受けなければならない（７条１項）。 

 しかして、原判決の引用する第１審判決の認定によれば、相手方は、医師である本件各院長

を「開設名義人及び院長」として本件各医院を「開設した」（第１審判決３ページ）というの

である。 

 そして、原判決も認定するとおり、「本件各医院における事業活動から生ずる所得は、本件
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各医院の開設名義人である本件各院長ではなく、控訴人（引用者注：相手方）に帰属する」（原

判決１４ページ）というだけではなく、「本件各医院の保険診療報酬の受取口座の通帳やキャ

ッシュカードは控訴人が管理し、経費は、控訴人が上記のように管理する収入の中から支出さ

れていた」（原判決１４ページ）のである。 

イ 上記アによれば、本件各医院においては、本件各院長が医療法上の「開設者」として同法や

健康保険法ないし国民健康保険法上の法律関係の主体ないし当事者となっていたとしても、そ

の事業活動の主体（事業主体ないし経営者）は飽くまでも相手方であったというべきであるか

ら、雇用契約や委任契約等の一般私法上の法律関係については相手方が主体ないし当事者とな

っていたとみるのが経験則に合致する。したがって、本件雇用主及び本件委任者はいずれも相

手方であると認定されるべきである。 

 このことは、次のような事実によっても裏付けられる。 

 すなわち、原審において申立人（被控訴人）が当該事実を主張したのに対し相手方（控訴人）

も特に争わなかったことなどの弁論の全趣旨によれば、①本件各医院における医師や看護師の

雇用、解雇、給料の額を決定していたのは、本件各院長ではなく相手方であること（原審にお

ける被控訴人の平成２０年９月１日付け準備書面(1)５ページ、控訴人の同年１０月１４日付

け準備書面(3)２、３ページ）、②給与計算の基礎資料作りといった経理関係の事務について指

示を行うのは、本件各院長ではなく相手方であること（原審における被控訴人の同年９月１日

付け準備書面(1)５ページ、控訴人の同年１０月１４日付け準備書面(3)２、３ページ）、③本

件各医院の看護師は各医院の区別なく混然とした状態で勤務しており、それぞれの看護師がど

の医院の看護師であるか明確に区別されていなかったこと（原審における被控訴人の同年９月

１日付け準備書面(1)５ページ、同年１０月２０日付け準備書面(2)５ページ、控訴人の同年１

０月１４日付け準備書面(3)３ページ）が認められる。 

 なお、相手方も、訴状（１２ページ）において、「本件各医院の経営者は原告（引用者注：

相手方）であり、本件各院長は、原告に雇用され、原告から給与等の支給を受けていた者に過

ぎないことは明らかである。したがって、所得税法第１８３条第１項に規定する給与等及び同

法第２０４条第１項に規定する報酬の「支払をする者」に本件各院長が該当するとみる余地は

なく、本件各医院の従業員に対する給与等及び税理士報酬の支払者は、本件各医院の経営者で

あった原告としか解する余地はない」ことについて争わないと明言していた。 

ウ この点、原判決（１４ページ）は、本件各医院における診療行為の対価として支払われる診

療報酬請求権が本件各院長に帰属することとの対比において、雇用契約の当事者は本件各院長

であり、本件各院長が従業員に対する給与等の支払義務を負うものと認めるのが相当であると

も判示している。 

 しかしながら、医師である本件各院長が医療法上の「開設者」として診療報酬請求権の帰属

主体になるとしても、そのことから直ちに、従業員との雇用契約の雇用主が本件各院長である

ことが導かれるものではなく、原判決の論理には飛躍がある。 

 また、原判決（１５ページ）は、相手方が本件各医院の経営に関与することがなくなった後

も、本件各医院が本件各院長によって存続し、看護師等の従業員も勤務を継続していることを、

従業員との雇用契約の当事者が本件各院長であることの理由として説示した。 

 しかしながら、一般に、「居抜き」や「代替わり」などと称されるように、個人経営の事業

において経営者が交代する場合、従業員や器具備品等の諸施設をそのまま引き継ぐことはしば
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しば見受けられることである。したがって、相手方が本件各医院の経営に関与しなくなった後

において、従業員が勤務を継続しているからといって、直ちに、本件各院長との雇用契約が存

在したことの裏付けになるものではない。本件においては、相手方が、所得税法等違反で処罰

を受け、本件各医院を経営することが事実上不可能となり、その経営から離れたことから、本

件各院長が本件各医院を経営するようになったにすぎず、それ以前に相手方が従業員との雇用

契約の当事者であったことを否定するものではない。また、従業員にしても、勤務場所や勤務

内容等に変更がなく、受領する給与等の額や条件についても変更がないのであれば、自己との

雇用契約の当事者が相手方から本件各院長に変更されたとしても、本件各医院における勤務を

継続することは何ら不自然なことではなく、従業員が勤務を継続していることをもって、それ

以前に相手方が従業員との雇用契約の当事者であったことを否定することはできない。 

３ 上記経験則違反は判決の結論に影響を及ぼすもので、本件は「法令の解釈に関する重要な事項を

含むものと認められる事件」（民事訴訟法３１８条１項）に当たること 

 以上のとおり、本件雇用主及び本件委任者が本件各院長であるという原判決の認定は、著しく経

験則に反する誤ったものというべきである。 

 そして、原判決は、上記のような著しい経験則違反による事実誤認の結果、源泉徴収義務者であ

る「支払をする者」（所得税法１８３条１項、２０４条１項柱書）が本件各院長であるという誤っ

た認定判断に至った。上記のような経験則違反がなく、本件雇用主及び本件委任者は相手方である

と正しく認定すれば、源泉徴収義務者は相手方であるとの正しい認定判断に至り、相手方に係る源

泉所得税の納付義務の履行がされたものと認められないことは第１審判決（１９、２０ページ）の

判示するとおりであるから、本件各納税告知処分は適法であるとの結論に至るはずである。 

 また、上記経験則違反は、個人事業の事業活動における雇用契約及び委任契約についての当事者

の認定の在り方一般という意味で重要な問題を含むものである。 

 したがって、本件は、「法令の解釈に関する重要な事項を含むものと認められる事件」（民事訴訟

法３１８条１項）に当たる。 

第４ 源泉所得税に係る各賦課決定処分に関する上告受理申立て理由－判決に影響を及ぼすことが明

らかな法令違反があること 

１ 原判決の要旨等 

 原判決は、「被控訴人は、源泉所得税に係る各賦課決定処分（括弧内省略）の根拠として、控訴

人が給与等の支払義務者であるにもかかわらず、本件各医院の従業員に対する給与等及び税理士報

酬の源泉所得税、すなわち本件納付済源泉所得税を、本件各院長名義で納付することにより、本件

納付済源泉所得税の源泉徴収義務者が本件各院長であるかのような事実を作出したことを主張す

るにとどまり、それ以外には、源泉所得税に係る各賦課決定処分の根拠となる事実関係については

主張しないので、本件納付済源泉所得税の源泉徴収義務者が本件各院長であると認められる以上、

これと異なる前提に立つ源泉所得税に係る各賦課決定処分もまた、違法として取消しを免れない。」

（原判決１９ページ）と判示し、源泉所得税に係る各賦課決定処分の全部を取り消した。 

 原判決は、「（本件各納税告知処分のうち、本件納付済源泉所得税相当額を控除した部分は）控

訴人が本件各院長に支払ったものと認定された給与等及び本件各院長名義の所得税確定申告に当

たり架空のコンサルタント料の支払が計上されていた有限会社Ｆ名義で支払われていた給与等に

係る源泉所得税に相当するものであることがうかがわれるところ、上記給与等は、控訴人が、本件

各医院における事業活動によって生じた収益を自己に帰属させるために、本件各院長にその支払を
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約したものとみられる金員であって、いわば、上記収益を控訴人に帰属させるための経費の性質を

有するものということができる。そうであれば、上記給与等については、控訴人がその支払義務を

負うことは明らかであって、控訴人が上記給与等に係る源泉所得税の徴収義務を負うと解されるの

である。」（１８ページ）と判示している。この判示部分にかんがみると、原判決は、本件各納税告

知処分のうち原判決が取り消した本件納付済源泉所得税に係る部分を除いた残余部分（本件各院長

に対する給与等に対する部分）について、申立人が通則法６８条３項にいう「隠ぺい」、「仮装」の

事実を主張していないとみている。 

 しかし、２で述べるとおり、申立人は、上記残余部分についても、通則法６８条３項にいう「隠

ぺい」、「仮装」の事実を主張していた。 

２ 申立人が原審において上記残余部分についても「隠ぺい」、「仮装」に該当する事実を主張してい

たこと 

(1) 申立人は、原審において、相手方が、「本件各医院から生じた事業所得が自己に帰属し、原告

（自分）が納税義務者であるにもかかわらず、本件各院長名義で各確定申告をさせてその帰属を

偽」っていたと主張した（原審における被控訴人答弁書１０ページ）。この点、原判決（４ペー

ジ）が引用する第１審判決（３、４ページ）の「第２ 事案の概要」の「１ 前提事実」(2)に

おいても、「本件各院長は、原告（引用者注：相手方）の指示により、本件各医院から生じた事

業所得について、（中略）当該各事業所得がそれぞれ自己（引用者注：本件各院長）に帰属する

ものとして所得税の確定申告を」していたことが認定されているところである。 

 そして、申立人は、そのことが、「通則法６８条３項に規定する「納税者が事実の全部または

一部を隠ぺいし、又は仮装したところに基づきその国税をその法定納期限までに納付しなかった

とき」に該当することは明らかであ」るから、「控訴人（引用者注：相手方）の主張するように、

仮に、本件各納税告知処分のうち１６２７万６８００円を超える部分が取消しになったとしても、

控訴人が争っていない部分については、重加算税の賦課決定処分が取り消される理由はないので

あるから、源泉所得税に係る重加算税賦課決定処分の全部取消しを求める控訴人の主張には根拠

がない。」と主張した（原審における被控訴人答弁書１０ページ）。 

(2) ところで、上記のとおり、相手方が、本件各医院に係る事業所得につき、これが自己に帰属

するにもかかわらず、本件各院長名義で各確定申告をさせて、その帰属を偽るということには、

相手方が、本件各医院における従業員に対する給与等及び税理士に対する報酬を支払っていない

かのように装うことのみならず、本件各院長に対する給与等を支払っていないかのように装うこ

とも含まれるものである。 

 なぜなら、相手方が本件各院長名義で各確定申告をさせたことは、本件各院長がその事業主で

あるかのように装わしめたものであって、当然のことながら、本件各院長が相手方から給与等の

支払を受けていたとの事実をも秘匿する行為にほかならないからである。 

 したがって、申立人は、上記(1)のとおり主張することによって、本件各納税告知処分のうち

原判決が取り消した本件納付済源泉所得税に係る部分を除いた残余部分（本件各院長に対する給

与等に対する部分）についても通則法６８条３項にいう「隠ぺい」、「仮装」に該当する事実があ

ると主張していたといえる。 

３ 原判決は判決に影響を及ぼすべき重要な事項について判断を遺脱したものであること 

 原判決は、申立人が本件納付済源泉所得税に係る部分を除いた残余部分（本件各院長に対する給

与等に対する部分）について「隠ぺい」、「仮装」に該当する事実を主張していないとして、源泉所
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得税に係る各賦課決定処分の全部を取り消した。しかし、上記２のように、申立人は、この点に関

する主張をしているのであるから、主張がないとしてこの点についての判断をしなかった原判決に

は、判決に影響を及ぼすべき重要な事項について判断の遺脱がある（解除条件の成就作出の再抗弁

に対する判断の遺脱を理由に破棄差戻をしたものとして、最高裁平成１１年６月２９日第三小法廷

判決・判例時報１６８４号５９ページがある。）。そして、これは判決に影響を及ぼすことが明らか

な法令違反（民事訴訟法３２５条２項参照）である。 

第５ 源泉所得税に係る各賦課決定処分に関する上告受理申立て理由－重加算税と不納付加算税の性

質に関する法令の解釈の誤りがあること 

 上記残余部分について、仮に「隠ぺい」、「仮装」に該当する事実が認められないとしても、少な

くとも不納付加算税についての賦課要件は充たしているから、残余部分の不納付加算税相当額を含

めて源泉所得税に係る各賦課決定を取り消した原判決には、通則法６７条、６８条の解釈の誤りが

ある。 

１ 不納付加算税と重加算税に関する規定 

 通則法６７条１項は、源泉徴収による国税がその法定納期限までに完納されなかった場合には、

法定納期限までに納付されなかった税額に１００分の１０の割合を乗じて計算した金額に相当す

る不納付加算税を徴収する旨規定している。 

 また、通則法６８条３項は、その不納付の原因が納税者の隠ぺい又は仮装の事実によるものであ

る場合は、不納付加算税の額の基礎となるべき税額に係る不納付加算税に代え、当該基礎となるべ

き税額に１００分の３５の割合を乗じて計算した金額に相当する重加算税を徴収する旨規定して

いる。 

２ 重加算税の性質に関する最高裁判所の判例 

(1) 最高裁判所昭和５８年１０月２７日第一小法廷判決（民集３７巻８号１１９６ページ）は、

通則法６８条１項による重加算税の賦課決定に対する審査請求において、同項所定の加重事由は

認められないが、通則法６５条所定の過少申告加算税の賦課要件の存在が認められるという場合

に、審判所長が、重加算税の賦課決定のうち過少申告加算税相当部分を維持し、これを超える部

分のみを取り消すことが適法であるか否かが争われた事案において、「過少申告加算税と法（引

用者注：通則法）６８条１項の規定による重加算税とは、ともに申告納税方式による国税につい

て過少な申告を行つた納税者に対する行政上の制裁として賦課されるものであつて、同一の修正

申告又は更正に係るものである限り、その賦課及び税額計算の基礎を同じくし、ただ、後者の重

加算税は、前者の過少申告加算税の賦課要件に該当することに加えて、当該納税者がその国税の

課税標準等又は税額等の計算の基礎となるべき事実の全部又は一部を隠ぺいし、又は仮装し、そ

の隠ぺいし、又は仮装したところに基づき納税申告書を提出するという不正手段を用いたとの特

別の事由が存する場合に、当該基礎となる税額に対し、過少申告加算税におけるよりも重い一定

比率を乗じて得られる金額の制裁を課することとしたものと考えられるから、両者は相互に無関

係な別個独立の処分ではなく、重加算税の賦課は、過少申告加算税として賦課されるべき一定の

税額に前記加重額に当たる一定の金額を加えた額の税を賦課する処分として、右過少申告加算税

の賦課に相当する部分をその中に含んでいるものと解するのが相当である。」と判示した。 

 すなわち、上記最高裁判決は、過少申告加算税とこれに代わる重加算税が、ともに過少申告を

した納税者に対する行政上の制裁であり、賦課及び税額計算の基礎を同じくする上、過少申告加

算税に代わる重加算税が、過少申告加算税の賦課要件に該当することに加えて「隠ぺい」、「仮装」
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の要件を満たす場合に、過少申告加算税よりも重い一定比率を基礎となる税額に乗じて得られる

金額の制裁を課すものであるという点をとらえ、過少申告加算税に代わる重加算税の賦課が、過

少申告加算税の賦課に相当する部分をその中に含む性質を有することを判示したものである。 

 したがって、過少申告加算税に代わる重加算税の賦課決定処分の取消訴訟においては、重加算

税の賦課要件の存否のみならず、過少申告加算税の賦課要件の存否も当然に審理の対象となると

解される。 

(2) ところで、不納付加算税は、源泉徴収・納付義務を果たさなかった源泉徴収義務者に対する

行政上の制裁であり、これに代わる重加算税とは、性質を共通にするほか、賦課及び税額計算の

基礎を同じくし、また、不納付加算税に代わる重加算税は、不納付加算税の賦課要件に加えて「隠

ぺい」、「仮装」の要件を満たす場合に、不納付加算税よりも重い一定比率を基礎となる税額に乗

じて得られた金額の制裁を課すものである。 

 そうすると、不納付加算税とこれに代わる重加算税との関係は、上記最高裁判決が判示する過

少申告加算税とこれに代わる重加算税との関係と同様であると解されるから、過少申告加算税に

代わる重加算税の賦課が過少申告加算税の賦課に相当する部分をその中に含んでいるのと同様

に、不納付加算税に代わる重加算税の賦課は不納付加算税の賦課に相当する部分を含んでいるも

のと解される。 

 上記最高裁判決に係る調査官解説（石川善則・最高裁判所判例解説民事篇（昭和５８年度）４

６９ページ）においても、「この問題は、重加算税と無申告加算税、重加算税と不納付加算税と

の各賦課決定の関係についても矛盾しないように考えるべきものであり、また、（中略）裁判所

がその税額の計算の基礎となる事実の全部又は一部につき隠ぺい又は仮装の事実は認められな

いと判断した場合に、当該隠ぺいし、又は仮装されていない事実に係る部分について過少申告加

算税（又は無申告加算税、不納付加算税）相当部分を維持し、これを超える部分のみを取り消す

べきか否かという問題にも直ちに波及するものである。」として、上記最高裁判決が重加算税と

不納付加算税との関係についても同様に当てはまる旨解説されている。 

 したがって、過少申告加算税に代わる重加算税の賦課決定処分の取消訴訟において、重加算税

の賦課要件の存否のみならず、過少申告加算税の賦課要件の存否も当然に審理の対象となるのと

同様に、不納付加算税に代わる重加算税の賦課決定処分の取消訴訟においては、重加算税の賦課

要件の存否のみならず、不納付加算税の賦課要件の存否も当然に審理の対象となると解されるの

である。本件における源泉所得税に係る各賦課決定処分についても、重加算税の賦課要件の存否

だけでなく、不納付加算税の賦課要件の存否も審理の対象となることは明らかである。 

３ 原判決は国税通則法６７条、６８条の解釈を誤ったものであること 

 本件各納税告知処分のうち、納付すべき本税の額から本件納付済源泉所得税相当額を控除した残

余部分については、第１審及び原審を通じて、その適法性に争いがない部分であって、原判決（１

８ページ）も、「控訴人が、本件各医院における事業活動によって生じた収益を自己に帰属させる

ために、本件各院長にその支払を約したものとみられる金員であって、（中略）控訴人がその支払

義務を負うことは明らかであって、控訴人が上記給与等に係る源泉所得税の徴収義務を負うと解さ

れる」と判示しているところである。この残余部分について「隠ぺい」、「仮装」の事実の主張がな

いとした原判決の誤りは前記第４で述べたとおりであるが、仮に、残余部分について「隠ぺい」、「仮

装」が認められないとしても、この部分についての不納付加算税については、その徴収除外事由で

ある通則法６７条１項ただし書の「正当な理由」の有無に関する相手方の主張、立証が一切されて
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いない本件においては、賦課要件が充足されていることに疑いの余地はない。 

 しかるに、原判決は、上記残余部分についての不納付加算税に相当する部分も含め、源泉所得税

に係る各賦課決定処分の全部を取り消したものであるから、原判決には、通則法６７条、６８条の

解釈の誤りがある。 

第６ 結語 

１ 以上のとおり、原判決には、法令の解釈に関する重要な事項を含む判断について誤りがあるから、

本件上告受理申立てを受理された上、上記部分について、原判決を破棄し、更に相当の裁判をされ

ることを求める。 

２ なお、原判決の主文１(1)は、「各納税告知処分のうち納付すべき本税の額１７１４万６２５８円

を超える部分（中略）を取り消す。」というものであり、どの年月分の告知処分について当該告知

処分のうちどれだけの金額に対応する部分を取り消すのかを示していない。 

 しかし、源泉徴収義務は、個々の支払事実によって成立、確定する租税債務であり、その履行を

請求する告知処分は、所得の種類及び法定納期限（年月分）ごとに別個の処分と解すべきである（木

村弘之亮「納税告知等に係る源泉所得税の納付義務」ジュリスト１１８３号１８７ページ以下参照）

から、これを違法として取り消す場合も、所得の種類と法定納期限（年月分）によって特定された

処分ごとに、その全部又は一部を取り消すべきものである。 

 原判決の理由（原判決４、１８、１９ページ、第１審判決４ページ）に徴すれば、本件各納税告

知処分のうち、本件納付済源泉所得税額、すなわち本件各医院の従業員に対する給与等及び税理士

に対する報酬に係る源泉所得税額の合計６２２万４５５８円の部分を取り消す趣旨であると理解

できるが、判決の取消効の範囲を明確にするためには、平成１１年１月分から平成１５年８月分ま

での各年月分ごとに（所得税法２１６条（源泉徴収に係る所得税の納期の特例）の適用がある場合

には半年分ごとに）いくらを取り消すのかを明示すべきである。 


